
 
 

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 

 

１ 継続事業の前提に関する注記 

    該当なし。 

 

２ 重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

    満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法）によっている。 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    最終仕入原価法によっている。 

（３）固定資産の減価償却の方法 

    定額法によっている。 

（４）引当金の計上基準 

    賞与引当金・・・夏期賞与要支給額に係る当期末相当金額を計上している。 

退職給付引当金・・・期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。 

（５）消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

 

３  会計方針の変更 

該当なし。 

 

４ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

        基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

                     （単位：円） 

科 目 前 期 末 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 当 期 末 残 高 

基 本 財 産     

投 資 有 価 証 券 251,529,820 84,998 311,218 251,303,600 

定 期 預 金 539,000 0 0 539,000 

小 計 252,068,820 84,998 311,218 251,842,600 

特 定 資 産     

退職給付引当資産 7,826,150 538,233 5,243,172 3,121,211 

小 計 7,826,150 538,233 5,243,172 3,121,211 

合 計 259,894,970 623,231 5,554,390 254,963,811 

 

 

 

 

 



 
 

５ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

   基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

                                         （単位：円） 

科      目 当期末残高 
（うち指定正味財産

からの充当額） 

（うち一般正味財産

からの充当額） 

（うち負債に対

応する額） 

基 本 財 産     

投 資 有 価 証 券 251,303,600 (250,071,000) (1,232,600) 0 

定 期 預 金 539,000 (539,000) 0 0 

小 計 251,842,600 (250,610,000) (1,232,600) 0 

特 定 資 産    0 

退職給付引当資産 3,121,211 0 0 (3,121,211) 

小 計 3,121,211 0 0 (3,121,211) 

合 計 254,963,811 (250,610,000) (1,232,600) (3,121,211) 

 

６ 担保に供している資産 

        該当なし。 

 

７ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

      固定資産の取得価額、減価償却累計額および当期末残高は、次のとおりである。 

                                                                    （単位：円） 

科 目 取 得 価 額 減 価 償 却 累 計 額 当 期 末 残 高 

什 器 備 品 239,532 239,531 1 

合      計 239,532 239,531 1 

 

８ 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高 

      債権の債権金額、貸倒引当金の当期残高及び当該債権の当期末残高、次のとおりである。 

（単位：円） 

科 目 債 権 金 額 貸倒引当金の当期末残高 債 権 の 当 期 末 残 高 

未 収 金 13,976,017 0 13,976,017 

合      計 13,976,017 0 13,976,017 

 

９ 債務保証等の偶発債務 

    該当なし。 

 

10 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

    満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 

 （単位：円） 

科 目 帳 簿 価 額 時    価 評 価 損 益 

第 １ ５ ３ 回 利 付 国 債 101,913,760 91,900,000 △10,013,760 

第 １ ７ ９ 回 利 付 国 債 98,662,622 68,950,000 △29,712,622 

第 ４ － ４ 回 静 岡 県 公 債 50,727,218 45,500,000 △5,227,218 

合      計 251,303,600 206,350,000 △44,953,600 

 



 
 

11 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。  

 （単位：円） 

補 助 金 等 の 名 称 交 付 者 
前 期 末 

残 高 

当 期 

増 加 額 

当 期 

減 少 額 

当期末 

残 高 

貸借対照表 

上 の 記 載 

区 分 

助 成 金 等       

多 文 化 共 生 研 修 

助 成 金 

 

 

 

地 域 国 際 化 協 会 

連 絡 協 議 会 研 修 

助 成 金 

 

 

（ 一 財 ）

自 治 体

国 際 化

協 会 

 

地 域 国

際 化 協

会 連 絡

協 議 会 

 

 

0 

 

 

  

 

0 

 

 

 

 

 

 

29,200 

 

 

 

 

34,834 

 

 

 

   

 

 

29,200 

 

 

 

 

34,834 

 

 

 

 

 

 

0 

 

 

 

 

0 

 

 

 

 

 

 

小 計  0 64,034 64,034 0  

合 計  0 64,034 64,034 0  

  

12 基金及び代替基金の増減額及びその残高 

    該当なし。 

 

13 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 

 （単位：円） 

内 容 金 額 

経 常 収 益 へ の 振 替 額  

 基 本 財 産 受 取 利 息 2,186,106 

合      計 2,186,106 

  

 

14 関連当事者との取引の内容 

該当なし。 

 

15 重要な後発事象 

該当なし。 

 

16 その他  

該当なし。 

 


